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I．はじめに：「いままでと違う語り方」 

１．この一般的意見のための協議に応じてくれた路上の状況にある子どもたちは、尊重、尊厳お

よび権利に対するニーズについて力強く口にした。自分たちの気持ちを表現するにあたり、子ど

もたちはとくに次のように語っている。「人間として尊重してください」「路上で暮らしたことが

一度もない人たちに、私たちは普通の人たちのようにプライドのある人間なんだとわかってほし

い」「僕たちを路上から追い立ててシェルターに入れればいいという話じゃない。地位を認めてく

れという話なんです」「政府は、私たちが路上にいるべきではないと言うべきじゃない。路上にい

てもいやがらせをするべきじゃない。私たちは受け入れられるべきなんです」「路上で暮らしてい

るからといって、私たちが権利を持てないということにはなりません」「路上に出れば、影響が残

る。そこから立ち去ろうと、そうでなかろうと」「助け、慈善、憐れみはほしくない。政府は、コ

https://www26.atwiki.jp/childrights/pages/32.html
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ミュニティと協働して僕たちに権利を与えるべきです。僕たちは慈善を求めているんじゃない。

自分でやっていける人間になりたいんです」「（人々は）僕たちに、夢をかなえるために才能を活

用するチャンスを与えてくれるべきです」「いままでと違う語り方をする機会をください」1 

II．全般的文脈 

趣旨 

２．この一般的意見で、子どもの権利委員会は、路上の状況にある子どもに関する包括的かつ長

期的な国家的戦略（ホリスティックな子どもの権利アプローチを活用し、かつ子どもの権利条約

にのっとって防止および対応の両方を取り上げるもの）の策定についての有権的指針を提示する。

条約はこれらの子どもに明示的に言及していないものの、条約のすべての規定は、条約の大部分

の条項の違反を経験している、路上の状況にある子どもにも適用されるものである。 

協議 

３．７回の地域協議で、32か国の子ども・若者たち計 327名が協議の対象とされた。市民社会を

代表する人々が意見書提出の一般的呼びかけに応じてくれたほか、先行版草案は全締約国と共有

された。 

用語 

４．これまで、路上の状況にある子どもを表すための用語として「ストリートチルドレン」（street 

children）、「路上にいる子ども」（children on the street）、「路上の子ども」（children of the street）、

「家出した子ども」（runaway children）、「放逐された子ども」（throwaway children）、「路上で

生活しかつ／または働いている子ども」（children living and/or working on the street）、「ホーム

レスの子ども」（homeless children）、「路上とつながっている子ども」（street-connected children）

等が用いられてきた。この一般的意見では「路上の状況にある子ども」（children in street 

situations）を用い、(a) ひとりでいるか仲間または家族と一緒にいるかを問わず、路上に依存し

て生活しかつ／または働いている子ども、および、(b) より幅広い層の子どもであって、公共空間

と強いつながりを形成しており、かつその日常生活およびアイデンティティにおいて路上がきわ

めて重要な役割を果たしている子どもを包含するものとする。このより幅広い層には、常時では

ないものの周期的に路上で生活しかつ／または働いている子ども、および、路上で生活しまたは

働いているわけではないものの、仲間、きょうだいまたは家族に同行する形で定期的に路上に出

ていく子どもが含まれる。路上の状況にある子どもに関わって、「公共空間にいる」（being in public 

spaces）とは、路上または露店市場、公園、公共のコミュニティ空間、広場ならびにバスおよび

鉄道の駅で相当の時間を過ごすことも含むものとして理解される。学校、病院またはこれに類す

る施設のような公共建築物は含まない。 

                                                   
1 引用した子どもたちの声はいずれも、この一般的意見のための協議で出されたものまたは提出された意見書に

掲載されていたものである。それぞれ、バングラデシュの子どもたち（ダッカから提出された意見書）、ラテンア

メリカの子どもたち（メキシコにおける協議）、ブラジルの 15歳男子、インドの 18歳男子・女子、コンゴ民主共

和国の子ども・若者たち、ヨーロッパの子ども・若者たち（ブリュッセルにおける協議）、パキスタンの 16 歳男

子、ブルンジの男子、ブラジルの 18歳男子の声。 
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主要な所見 

５．路上の状況にある子どもとの関連では複数の異なるアプローチが用いられており、時にはそ

れらが組み合わされている。これには、子どもの権利アプローチ（子どもが権利の保有者として

尊重され、かつ決定がしばしば子どもとともに行なわれるもの）、福祉アプローチ（子どもを客体

または被害者として捉えて路上からの「救出」が図られ、かつ子どものための決定がその意見を

真剣に考慮することなく行なわれるもの）および抑圧アプローチ（子どもが非行少年と捉えられ

るもの）等がある。福祉アプローチおよび抑圧アプローチは子どもが権利の保有者であることを

考慮しておらず、かつ子どもを路上から強制的に排除することにつながるので、その権利をさら

に侵害することになる。実際のところ、福祉アプローチおよび抑圧アプローチが子どもの最善の

利益にかなうと主張しても、それが権利を基盤とするアプローチになるわけではない2。条約を適

用するためには子どもの権利アプローチを用いることが不可欠である。 

６．路上の状況にある子どもは均質な集団ではない。とくに年齢、性別、民族、先住民族として

のアイデンティティ、国籍、障害、性的指向およびジェンダーアイデンティティ／ジェンダー表

現という観点からの特質は多様である。このような多様性は、さまざまな経験、リスクおよびニ

ーズがあることを含意する。物理的にどのようにおよびどのぐらいの時間路上にいるかは子ども

によって相当に異なっており、仲間、家族構成員、コミュニティの構成員、市民社会関係者およ

び公的機関との関係の性質および規模も同様である。子どもたちの人間関係は、路上で生き抜く

うえで役に立つ場合もあれば、その権利が暴力的に侵害される状況の固定化につながる場合もあ

る。子どもたちは、公共空間において、仕事、社会化、レクリエーション／余暇、寝泊まりする場

所の確保、睡眠、調理、洗濯および有害物質濫用または性的活動を含むさまざまな活動に従事し

ている。子どもたちは、このような活動に自発的に従事することもあれば、現実的な選択肢がな

いために、または他の子どももしくは大人による威迫または強制を通じて、従事することもある。

子どもたちは、このような活動を単独で行なうこともあれば、家族構成員3、友人、知り合い、ギ

ャングの構成員または子どもを食い物にしようとする仲間、年長の子どもおよび／もしくは大人

とともに行なうこともある。 

７．データが体系的に収集されまたは細分化されていないことが多いため、何人の子どもが路上

の状況にあるのかはわかっていない。推定数は、社会経済的、政治的、文化的その他の諸条件を

反映した、用いられる定義によって変動する。データが存在しないためにこれらの子どもは不可

視化されており、そのために政策が策定されず、または場当たり的な、一時的なもしくは短期的

な措置しかとられない状況が生じている。その結果、子どもを路上に追いやり、かつ子どもが路

上にいるときにも継続する複合的な権利侵害が根強く残ってしまう。この問題はすべての国に関

わるものである。 

８．子どもが路上の状況に置かれる現象の原因および広がりならびにこのような子どもの経験は、

                                                   
2 一般的意見 13 号（あらゆる形態の暴力からの自由に対する子どもの権利、2011 年）、パラ 59 および一般的意

見 14号（自己の最善の利益を第一次的に考慮される子どもの権利、2013年）参照。 
3 家族とともに路上の状況にある子どもについて、この一般的意見では主たる権利の保有者である子どもに焦点

を当てる。路上の状況にある子どもが自分自身の子どもを持っている場合、各世代の子どもの最善の利益が第一

次的に考慮されなければならない。 
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国の内部でも国によっても異なる。経済的地位、人種およびジェンダーに基づく不平等は、路上

の状況にある子どもの出現および排除の構造的原因のひとつである。このような不平等は、物質

的貧困、社会的保護の不十分さ、対象等が明確化されていない投資、腐敗、および、より貧しい

人々が貧困から脱出する能力の弱体化または消失につながる財政（税・支出）政策によって悪化

させられる。紛争、飢饉、伝染病の流行、自然災害もしくは強制立退きによって引き起こされる

突然の不安定化、または避難もしくは強制移住につながる出来事により、構造的原因の影響がさ

らに加重される。その他の原因として挙げられるのは、家庭またはケアもしくは教育のための施

設（宗教的施設を含む）における暴力、虐待、搾取およびネグレクト、養育者の死亡、子どもの遺

棄（HIV／AIDS によるものを含む）4、養育者の失業、不安定な家庭状況、家庭の崩壊、複婚5、

教育からの排除、（子どもまたは家族の）有害物質濫用および精神的疾患、不寛容および差別（障

害のある子ども、魔術を行なう者であると非難されている子ども、家族から拒絶された元子ども

兵士、および、自己のセクシュアリティについて疑問を持ちまたはレズビアン、ゲイ、バイセク

シュアル、トランスジェンダー、インターセックスもしくはエイセクシュアル（無性愛）である

と自認したために家族から追放された子どもに対するものを含む）、ならびに、児童婚および女性

性器切除のような有害慣行6に対する子どもの抵抗を受け入れられない家族の姿勢等がある。 

III．目的 

９．この一般的意見の目的は次のとおりである。 

(a) 路上の状況にある子どものための戦略および取り組みに子どもの権利アプローチを適用する

にあたって国が負う義務を明らかにすること。 

(b) 子どもが権利侵害、および、生存および発達のために路上に依存しなければならない状態に

つながる選択肢の欠如を経験しなくてもすむようにし、かつ、すでに路上の状況にある子ど

もの権利を、一連のケアを確保しかつ子どもが自己の可能性を全面的に発達させられるよう

援助しながら促進しかつ保護することを目的として、ホリスティックな子どもの権利アプロ

ーチを活用することに関する、国に対する包括的かつ有権的な指針を提示すること。 

(c) 路上の状況にある子どもが権利の保有者および完全な市民として尊重されることを増進させ

るため、これらの子どもにとって条約の特定の条項がどのような意味を持っているのかを明

らかにするとともに、子どもが有している路上とのつながりに関する理解を増進させること。 

IV．子どもの権利アプローチに基づくホリスティックな長期的戦略 

A．子どもの権利アプローチ 

説明 

10．子どもの権利アプローチにおいては、子どもの権利を実現するプロセスが最終的成果と同じ

ぐらい重要になる。子どもの権利アプローチは、権利の保有者としての子どもの尊厳、生命、生

                                                   
4 一般的意見３号（HIV／AIDSと子どもの権利、2003年）、パラ７参照。 
5 女性差別撤廃委員会の合同一般的勧告 31 号／子どもの権利委員会の合同一般的意見 18 号（有害慣行、2014

年）、パラ 25－28参照。 
6 前掲パラ 19－24。 
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存、ウェルビーイング、健康、発達、参加および差別禁止を確保するものである。 

11．国連児童基金（UNICEF）によれば7、子どもの権利アプローチとは次のようなものである。 

(a) 条約その他の国際人権文書で確立された子どもの権利の実現をさらに進める。 

(b) 振舞い、行動、政策およびプログラムの指針として、条約その他の国際人権文書に定められ

た子どもの権利に関する基準および原則（とくに差別の禁止、子どもの最善の利益、生命、

生存および発達に対する権利、意見を聴かれかつ真剣に考慮される権利、ならびに、自己の

権利の行使にあたり、子どもの発達しつつある能力にしたがって養育者、親およびコミュニ

ティの構成員による指導を受ける子どもの権利）を活用する。 

(c) 子どもが権利の保有者として自己の権利を主張する能力、および、義務の保有者が子どもに

対して負っている自己の義務を履行する能力を構築する。 

路上の状況にある子どもにとっての重要性 

12．委員会は、子どもの権利アプローチを採用する戦略および取り組みにおいては、段階または

文脈にかかわらず、望ましい実践に関する主要な基準が充足されるものであると考える。路上の

状況にある子どもは、自分たちの生活に対する大人の介入に不信感を抱いていることが多い。こ

れらの子どもは、社会で大人から人権侵害的取扱いを受けてきたせいで、たとえ限られたものと

はいえやっとのことで勝ちとった自律を放棄することにためらいを覚えるようになっている。こ

の〔子どもの権利〕アプローチが重視するのは、これらの子どもが路上への依存に代わる手段を

見出せるよう支援することを含む、子どもの自律の全面的尊重である。そこではこれらの子ども

のレジリエンスおよび対処能力が促進され、意思決定における主体性の強化と、社会経済的、政

治的および文化的主体としてのエンパワーメントが図られる。このアプローチは、このような子

どもがすでに有している強みと、自分自身の生存および発達ならびに仲間、家族およびコミュニ

ティの生存および発達に対する積極的貢献に立脚するものである。このようなアプローチを適用

することは、道徳的および法的要請であるのみならず、長期的な解決策を路上の状況にある子ど

もたちとともに特定しかつ実施していくための、もっとも持続可能なアプローチでもある。 

B．国家的戦略 

概要 

13．条約上の義務を遵守するため、国は、路上の状況にある子どものためのホリスティックかつ

長期的な戦略を採択し、かつ必要な予算配分を行なうよう促される。以下、諸分野を横断する問

題およびプロセスを掲げた後、このような戦略で取り上げられるべきテーマ別の内容を扱う。路

上の状況にある子どもたちが、自分たち自身の生活に関する専門家として、戦略の策定および実

施に参加するよう求められる。国にとっての第一歩は、これらの子どもの権利を擁護する最善の

方法を決定する目的で、自国にいるこれらの子どもに関する情報を収集することである。国は、

                                                   
7 UNICEF, Child Rights Education Toolkit: Rooting Child Rights in Early Childhood Education, Primary and 

Secondary Schools (Geneva, 2014), p. 21 参 照

（https://www.unicef.org/crc/files/UNICEF_CRE_Toolkit_FINAL_web_version170414.pdf より入手可）。一般

的意見 13号、パラ 59も参照。また、"Human Rights Based Approach to Development Cooperation" も参照

（ http://hrbaportal.org/the-human-rights-based-approach-to-development-cooperation-towards-a-common-

understanding-among-un-agencies より入手可）。 
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ある分野（たとえば財政分野）の政策が他の分野（たとえば教育分野）にどのような影響を及ぼ

し、ひいては路上の状況にある子どもたちにどのような影響が生じるかを理解するため、分野横

断的アプローチをとるよう求められる。国は、部門横断的な協力および国家間の協力を奨励する

べきである。 

立法および政策の見直し 

14．国は、この一般的意見の勧告を反映させる目的で法律および政策をどのように改善できるか

について、評価を行なうべきである。国は、即時的効果をともなう対応として、子どもまたはそ

の親もしくは家族が路上の状況にあることを理由として直接間接の差別を行なっている規定を削

除し、子どもおよびその家族を路上または公共空間から一斉にまたは恣意的に退去させることを

認めまたは支持するいかなる規定も廃止し、路上の状況にある子どもを犯罪者として扱いかつこ

れらの子どもに不均衡な影響を及ぼす罪名（物乞い、夜間外出禁止規定違反、徘徊、浮浪および

家出等）を適宜廃止し、かつ、商業的性的搾取の被害者であることを理由に子どもを犯罪者とし

て扱う罪名およびいわゆる道徳犯罪（婚姻外の性交渉等）を廃止するよう求められる。国は、子

どもの権利アプローチに基づき、かつ路上の状況にある子どもについて具体的に取り上げる子ど

も保護法または子ども法を導入しまたは見直すべきである。このような法律は、権限付与のため

の政策、委任命令、運用手続、指針、サービス提供、監督および執行機構によって実施されるべ

きであり、またその制定にあたっては主要な関係者（路上の状況にある子どもたちを含む）と連

携することが求められる。国として、法的権限を委ねられた専門家およびサービス機関による支

援介入を容易にするために必要な状況下において、参加型調査に基づき、国内的関連性を有する

政策およびこのような子どもの法的定義を定めなければならない場合もありえよう。ただし、法

的定義を定める手続によって、権利侵害に対処するための行動が遅延させられるべきではない。 

国の役割ならびに国以外の主体の責任、規制および調整 

15．路上の状況にある子どものための戦略では、国および国以外の主体が認知されるべきである。

第一次的義務を負う国の役割については後継 Vで述べる。国は、親または養育者が、その能力お

よび資力の範囲内でかつ子どもの発達しつつある能力を尊重しながら、子どもの最適な発達のた

めに必要な生活条件を確保することを援助する義務を負う（第５条、第 18条および第 27条）。国

はまた、補完的主体である市民社会組織が、子どもの権利アプローチに基づき、路上の状況にあ

る子どものために個別化された専門的サービスを提供するにあたっても、資金提供、認可および

規制を通じて支援を行なうべきである。企業セクターは子どもの権利に関わる責任を履行しなけ

ればならず、国はそのことを確保するよう求められる8。国と国以外の主体との調整が必要である。

国には、国以外のサービス提供者が条約の規定にしたがって活動することを確保する法的義務が

ある9。 

複雑さへの対処 

                                                   
8 一般的意見 16号（企業セクターが子どもの権利に及ぼす影響に関わる国の義務、2013年）、パラ８参照。 
9 一般的意見５号（子どもの権利条約の実施に関する一般的措置、2003 年）、パラ 42－44、同７号（乳幼児期に

おける子どもの権利の実施、2005年）、パラ 22、同９号（障害のある子どもの権利、2006年）、パラ 25および同

16号、パラ 25参照。 
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16．戦略では、構造的不平等から家族間暴力に至る複合的な原因を取り上げなければならない。

また、即時的実施のための措置（子どもの一斉検挙または公共空間からの恣意的退去の強制を停

止すること等）および漸進的に実施すべき措置（包括的な社会的保護等）も考慮する必要がある。

法改正、政策転換およびサービス提供のあり方の変更を組み合わせることが必要になる可能性が

高い。国は、子ども時代が終了して以降も人権を充足していくことへの決意を表明するよう求め

られる。国はとくに、代替的養護の環境および路上の状況にある子どもについて、支援およびサ

ービスが突然停止されないようにするため、これらの子どもが 18 歳に達して成人期に移行する

際のフォローアップのための機構を確保するべきである。 

包括的な子ども保護制度 

17．立法上および政策上の枠組みのなかで、子どもの権利アプローチを基盤とするホリスティッ

クな子ども保護制度のために予算を拠出し、このような制度を発展させかつ強化することは、防

止および対応のための戦略において必要とされる実際的措置の基礎である。このような国家的な

子ども保護制度は、路上の状況にある子どもに手を差し伸べられるものでなければならず、かつ

このような子どもが必要とする具体的サービスを全面的に編入したものであるべきである。この

ような制度は、あらゆる関連の状況を横断した一連のケア（防止、早期の支援介入、路上でのア

ウトリーチ、ヘルプライン、ドロップインセンター、デイケアセンター、一時入所ケア、家族再

統合、里親養育、自立生活または他の短期的もしくは長期的な養育オプションを含む）を提供す

るものでなければならない。ただし、このような状況のすべてが、路上の状況にあるすべての子

どもにとって妥当性を有するわけではない。たとえば、防止および早期の支援介入は、路上との

強くかつ有害なつながりを発展させつつある初期段階の子どもにとっては優先的課題だが、路上

の状況下で生まれた子どもにとっては妥当ではない。入所措置を経験していない子どももいる可

能性がある一方、家族再統合が妥当または適切ではない子どもも存在する。戦略においては、子

どもの権利アプローチがひとつひとつの状況に適用されることを明確にするべきである。子ども

保護制度にアクセスする際の行政的負担および遅延は軽減することが求められる。情報は、子ど

もにやさしくかつアクセスしやすい形式で利用可能とされるべきであり、かつ、路上の状況にあ

る子どもに対し、子ども保護制度を理解しかつうまく活用するための支援が提供されるべきであ

る。 

子どもと接触する人々の能力構築 

18．国は、路上の状況にある子どもと直接間接に接触する可能性がある、政策立案、法執行、司

法、教育、保健、ソーシャルワークおよび心理学等の分野のすべての専門家を対象とした、子ど

もの権利、子どもの保護および路上の状況にある子どもの地域的背景に関する良質かつ基礎的な

着任前研修および現職者研修に投資を行なうべきである。このような研修は、国以外の主体の専

門性を活用して実施することも考えられるほか、関連の養成機関のカリキュラムに統合すること

が求められる。指定された任務の一環として路上の状況にある子どもとともに働く専門家（たと

えば路上を基盤とするソーシャルワーカーおよび警察の子ども保護専門部署等）に対しては、子

どもの権利アプローチ、心理社会的支援および子どものエンパワーメントに関する綿密な付加的

研修が必要である。「アウトリーチ・ウォーク」や「ストリート・ウォーク」は、現場研修の重要

な手法に数えられる。基礎研修および専門研修には態度面および行動面の変革ならびに知識伝達
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およびスキル開発が含まれるべきであり、また部門を越えた協力および連携が奨励されるべきで

ある。国および地方の政府は、危険な状況にある子どもがいる家族および路上の状況にある子ど

もの早期発見およびこれらの家族および子どもに対する支援の提供においてソーシャルワーカー

（路上を基盤とするソーシャルワーカーを含む）が果たしているきわめて重要な役割を理解しか

つ支援することが求められる。専門家には、運用手続、望ましい実践のあり方に関する指針、戦

略的訓令、諸計画、達成基準および懲戒規則を参加型のやり方で策定する過程への関与が求めら

れるべきであり、かつこれらを実際に実施するための支援が提供されるべきである。国は、路上

の状況にある子どもと直接間接に接触する可能性があるその他の関係者（交通機関で働く人々、

メディアの代表、コミュニティおよび精神的／宗教的指導者ならびに民間セクター関係者等）を

対象とする感受性強化および研修を促進するよう求められる。これらの関係者は、「子どもの権利

とビジネス原則」10を採択するよう奨励されるべきである。 

サービス提供 

19．国は、路上の状況にある子どもが保健および教育等の基礎的サービスならびに司法、文化、

スポーツおよび情報にアクセスできることを保障するための措置をとるべきである。国は、地元

の路上のつながりを熟知しており、かつ子どもが家族、地元のコミュニティサービスおよび一般

社会とつながり直すことを援助できる、訓練を受けたソーシャルワーカーの関与を得た路上にお

ける専門的サービスのための対応が、自国の子ども保護制度においてとられることを確保するよ

う求められる。このことは、子どもが路上とのつながりを放棄しなければならないことを必ずし

も意味するものではなく、むしろ支援介入においてはこれらの子どもの権利が保障されるべきで

ある。防止、早期の支援介入および路上を基盤とする支援サービスは相互に強化しあう要素であ

り、効果的、長期的かつ効果的な戦略の枠組みのなかで一連のケアを提供することにつながる。

第一次的に義務を負うのは国であるものの、市民社会の活動は、革新的かつ個別化されたサービ

ス対応を発展させかつ提供していく国の努力を補完するものとなる可能性がある。 

地方政府レベルでの実施 

20．取り組みの成功は、地元の状況に関する詳細な理解および子どもに対する個別化された支援

にかかっている。取り組みを拡大する際には、その過程で子どもたちを見失うことがないよう配

慮されなければならない。国は、小規模かつ柔軟で、十分な予算を有しており、しばしば地域的

専門性を持った市民社会組織が主導している、子どもの権利アプローチを基盤とした、地方レベ

ルの、パートナーシップに基づく専門的支援介入を奨励しかつ支援するよう求められる。これら

の支援介入は、地方政府が調整し、かつ国が全国的な子ども保護制度を通じて支援するべきであ

る。これらの支援介入にとって、能力構築のための資源および組織運営スキルについては民間セ

クターからの、また科学的知見に基づいた意思決定を可能にする調査能力については学術研究機

関からの、支援が役に立ちうる。子どもにやさしいまちおよびコミュニティは、路上の状況にあ

る子どもを受容する雰囲気づくりに貢献し、かつこれらの子どものための社会的ネットワークお

よびコミュニティを基盤とする保護制度の基礎となる。路上の状況にある子どもに対し、地方に

おける、分権化されたボトムアップ型の計画プロセスに参加するための支援が提供されるべきで

                                                   
10 http://childrenandbusiness.org 参照。また一般的意見 16号も参照。 
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ある。 

監視および説明責任の確保 

21．法律、政策およびサービスの効果的実施は、透明でありかつしっかりと執行される、監視お

よび説明責任の確保のための明確な機構にかかっている。国は、路上の状況にある子どもに焦点

を当てながら公共政策を監視する、国および国以外の主体の連合組織、委員会または作業部会の

ような社会的説明責任の確保のための機構等への、路上の状況にある子どもの関与を支援するべ

きである。子どもの権利オンブズパーソン等の、条約の実施を促進しかつ監視するための独立し

た国内人権機関11は、路上の状況にある子どもにとって容易にアクセスできるものでなければな

らない。 

司法および救済措置へのアクセス 

22．路上の状況にある子どもであって人権侵害の被害者またはサバイバーである子どもには、実

効的な法的その他の救済措置（弁護士による代理を含む）に対する権利がある。これには、子ど

も自身および（または）大人の代理人による個人の苦情申立てのための機構へのアクセス、なら

びに、国および地方のレベルにおける司法的および非司法的救済機構（独立した人権機関を含む）

へのアクセスが含まれる。国内的救済措置が尽くされたときは、適用される国際的人権機構（通

報手続に関する条約の選択議定書によって設置された手続を含む）にアクセスできるようにされ

るべきである。被害回復のための措置としては、賠償、補償、リハビリテーション、謝罪および

権利侵害の再発防止の保証などが考えられる12。 

データ収集および調査研究 

23．国は、学術研究機関、市民社会および民間セクターと提携して、路上の状況にある子どもに

ついてデータを収集しかつ細分化された情報を共有するための、体系的な、権利を尊重する参加

型の機構を発展させるべきである。国は、このような情報の収集および利用がこれらの子どもに

スティグマを付与しまたは害を及ぼすことがないようにしなければならない。路上の状況にある

子どもについてのデータの収集は、子どもに関する国家的なデータ収集に統合されるべきであり、

その際、国内データが世帯調査だけに依拠するのではなく、世帯環境の外で暮らしている子ども

も対象とすることを確保するべきである。調査研究の目的および項目の設定、ならびに、情報の

収集、政策立案の参考に供するための調査研究の分析および普及ならびに専門的支援介入の立案

に、路上の状況にある子どもが参加することが求められる13。路上の状況は急速に変化するのであ

り、調査研究は、政策およびプログラムが更新されることを確保するために定期的に実施されな

ければならない。 

                                                   
11 一般的意見２号（子どもの権利の促進および保護における独立した国内人権機関の役割、2002 年）、パラ２お

よび 15参照。 
12 www.ohchr.org/EN/ProfessionalInterest/Pages/RemedyAndReparation.aspx 参照。 
13 Office of the United Nations High Commissioner for Human Rights (OHCHR), "A Human Rights-Based 

Approach To Data" （www.ohchr.org/Documents/Issues/HRIndicators/GuidanceNoteonApproachtoData.pdf 

より入手可）参照。 
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V．路上の状況にある子どもに関連する条約の主要な規定 

概観 

24．条約およびその選択議定書に掲げられたすべての権利は、すべての子どもにとってと同じよ

うに路上の状況にある子どもにとっても、相互関連性および不可分性を有している。この一般的

意見は、委員会の他のすべての一般的意見とあわせて読まれるべきである。この一般的意見では、

路上の状況にある子どもにとって特段の重要性があり、かつこれまで委員会による一般的意見の

焦点とされてこなかった条項に焦点を当てる。たとえば、暴力、教育、少年司法および健康に関

連する規定が重要なのは明らかだが、ここでは、すでに採択した一般的意見をどちらかといえば

簡潔に参照する形でしか取り上げていない。他方、他のいくつかの条項については、路上の状況

にある子どもにとっての意味合いおよび委員会がこれまで詳細に検討してこなかった経緯に鑑み、

より詳しく吟味している。以下の条項の選択は、路上の状況にある子どもにとって社会的、経済

的および文化的権利よりも市民的及び政治的権利が優越することを意味するものではない。 

A．子どもの権利アプローチにおいて総括的関連性を有する条項 

第２条：差別の禁止 

社会的出身、財産、出生その他の地位を理由とする差別の禁止 

25．国は、自国の管轄内にある子ども１人ひとりに対し、いかなる種類の差別もなく、条約に掲

げられた権利を尊重しかつ確保しなければならない。しかし、子どもたちは差別を主要な原因の

ひとつとしてが路上の状況に身を置くことになっている。子どもたちは次に、路上とつながりを

持っていることに基づいて、すなわちその社会的出身、財産、出生その他の地位を理由として差

別されることになり、生涯にわたる悪影響を受けることになるのである。委員会は、条約第２条

に基づく「その他の地位」を、子どもまたはその親その他の家族構成員が路上の状況にあること

を含むものと解釈する。 

制度的差別14 

26．差別は直接的である場合もあれば間接的である場合もある15。直接差別には、「ホームレス問

題に対処する」ための不均衡な政策アプローチであって、物乞い、徘徊、浮浪、家出および生き

残るための行動を防止するために抑圧的取り組みを行なうもの（たとえば地位犯罪の法定16、路上

浄化活動または「一斉検挙」ならびに警察による標的化された暴力、いやがらせおよび強要行為

など）が含まれる。直接差別には、路上の状況にある子どもが窃盗または暴力の被害を申告した

場合に警察が真剣に対応しようとしないこと、少年司法制度において差別的取扱いを受けること、

ソーシャルワーカー、教員または保健ケア専門家が路上の状況にある子どもへの支援を拒むこと、

ならびに、学校で仲間および教員によるいやがらせ、辱めおよびいじめを受けることも含まれる

                                                   
14 経済的、社会的および文化的権利に関する委員会〔社会権規約委員会〕・一般的意見 20 号（経済的、社会的お

よび文化的権利に関する差別の禁止、2009年）、パラ 12参照。 
15 前掲、パラ 10参照。 
16 一般的意見４号（条約の文脈における思春期の健康と発達、2003年）、パラ 12および一般的意見 10号（少年

司法における子どもの権利、2007年）、パラ８－９参照。 
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場合がある。間接差別には、たとえば料金の支払いまたは身分証明書の提示を要求することによ

って基礎的サービス（保健および教育など）からの排除をもたらす政策が含まれる。路上の状況

にある子どもは、たとえ基礎的サービスから隔離されなくとも、そのような制度の内部で隔離さ

れる可能性がある。子どもは、たとえばジェンダー、性的指向およびジェンダーアイデンティテ

ィ／ジェンダー表現、障害、人種、民族、先住民族としての地位17、出入国管理上の地位およびそ

の他のマイノリティとしての地位（とくに、マイノリティ集団は路上の状況にある子どもたちの

なかで人口比以上の比率を占めていることが多いため）を理由とする、複合的かつ交差的形態の

差別に直面する場合もある。差別の対象とされる子どもは、暴力、虐待、搾取〔および〕ＨＩＶを

含む性感染症の被害をいっそう受けやすい立場に置かれ、その健康および発達がさらなる危険に

さらされる18。国は、差別の禁止に対する権利の保障とはあらゆる形態の差別を禁止する消極的義

務に留まるものではなく、条約上の権利を享受する実効的な機会平等をすべての子どもに対して

確保するための適切な積極的措置も要求するものであることを、想起するよう求められる。その

ためには、実質的不平等の状態を是正するための積極的措置が必要である19。制度的差別は法律上

および政策上の変化に敏感であり、したがってこれらの変化によって対処することができる。路

上の状況にある子どもたちは、公衆による差別および否定的態度に直面していることを具体的な

懸念として強調するとともに、それに対抗するための意識啓発措置および教育的措置を求めてい

る。 

差別の解消 

27．差別は、国の憲法、法律および政策において路上の状況にあることを理由とする差別が行な

われないことを確保することによって形式的に、また路上の状況にある子どもたちに対し、根強

い偏見に苦しんできて積極的差別是正措置を必要としている集団として十分な注意を払うことに

よって実質的に、解消されるべきである20。路上の状況にある子どもの事実上の平等を加速させま

たは達成するために必要な一時的な特別措置は、差別とみなされるべきではない。国は、路上の

状況にある子どもが法の下で平等であること、路上の状況にあることを理由とするすべての差別

が禁止されること、差別およびいやがらせの扇動21への対処が行なわれること、路上の状況にある

子どもおよびその家族が財産を恣意的に奪われないこと、ならびに、夜間外出禁止規定が法律に

適合した、比例性を有する、かつ非差別的なものであることを確保するべきである。国はまた、

態度を積極的な方向で変革する目的で、路上の状況にある子どもの経験および権利に関する専門

家、民間セクターおよび公衆の感化を図るよう求められる。国は、路上の状況にある子どもたち

が主導しまたは関与する創造的な芸術プログラム、文化プログラムおよび（または）スポーツプ

ログラムであって、目に見える相互の対話および交流を通じ、専門家、コミュニティ（他の子ど

もたちを含む）およびより幅広い社会とともに誤った考え方への対処および障壁の打破に役立つ

プログラムを支援するべきである。このようなプログラムとしては、路上のサーカス、演劇、音

楽、アートおよびスポーツマッチなどが考えられる。国は、子どもの権利アプローチに基づいて

                                                   
17 一般的意見 11号（先住民族の子どもとその条約上の権利、2009年）参照。 
18 一般的意見４号、パラ６および同３号、パラ７参照。 
19 一般的意見４号、パラ 41参照。 
20 経済的、社会的および文化的権利に関する委員会〔社会権規約委員会〕・一般的意見 20号、パラ８参照。 
21 前掲、パラ７。 



 12 

感化およびスティグマ除去のためのメッセージならびにストーリーを普及させかつ増幅させる目

的で、印刷媒体、放送媒体およびソーシャルメディアと協働するべきである。路上の状況にある

子どもが行なう犯罪についての公衆の恐怖心は、メディアによって煽られた、現実に見合わない

ものであることが多い。メディアは、正確なデータおよび証拠を活用し、かつ、子どもの尊厳、

身体的安全および心理的不可侵性を保障するための子どもの保護基準にしたがうよう、積極的に

奨励されるべきである。 

第３条(1)：子どもの最善の利益 

28．この権利に付随する義務は、路上の状況にある子どものホリスティックな身体的、心理的お

よび道徳的不可侵性を保全し、かつその人間の尊厳を促進するための、子どもの権利アプローチ

の一環としての基本的義務である。これらの子どもはとりわけ脆弱な状況に置かれていることが

明らかにされてきている。委員会がすでに指摘したように、特定の脆弱な状況に置かれた子ども

の最善の利益は、同じ脆弱な状況に置かれたすべての子どもの最善の利益と同一にはならないで

あろう。子どもは一人ひとり独自の存在であり、かつ各状況はその子どもの独自性にしたがって

評価されなければならないので、公的機関および意思決定担当者は、子ども一人ひとりが有する

脆弱性の種類および度合いの違いを考慮に入れなければならない22。このような文脈においては、

「脆弱」性は、路上の状況にある個々の子どもの回復力および自立との関連で考慮されるべきで

ある。 

第６条（生命、生存および発達に対する権利 

生命に対する権利 

29．路上の状況にある子どもは、とくに国の関係者によって超法規的に殺害され、大人または仲

間によって殺害され（いわゆる自警団的正義と関連する殺人を含む）、かつ犯罪者個人およびギャ

ングと関係を持たされる／その標的にされるおそれがあるとともに、国がこのような犯罪を防止

しない場合には、危険な形態の児童労働、交通事故23、有害物質濫用、商業的性的搾取および安全

ではない性的実践と関連した、生命を脅かされる可能性がある状況にさらされるおそれ、ならび

に、十分な栄養、保健ケアおよび居住場所にアクセスできないために死亡するおそれもある。生

命に対する権利は狭く解釈されるべきではない24。これは、自然死ではないまたは時期尚早な死を

引き起こすことを意図したまたはそのような死を引き起こすことが予想される作為および不作為

から自由であり、かつ尊厳のある生活を享受する、個々人の権利に関わるものである。1999 年、

路上の状況にある子ども３名および若者２名を警察が 1990 年に拷問しかつ殺害した事件につい

て、米州人権裁判所は、生命の恣意的剥奪は殺人という不法行為に限定されるものではなく、尊

厳をもって生きる権利の剥奪にも及ぶと判示した。生命に対する権利についてのこのような捉え

方は、市民的および政治的権利のみならず経済的、社会的および文化的権利にも及ぶものである。

もっとも脆弱な状況に置かれた人々――ストリートチルドレンの場合のように――を保護しなけ

ればならないということは、当然のことながら、生命に対する権利を、尊厳のある生活のための

                                                   
22 一般的意見 14号、75－76参照。 
23 一般的意見４号、パラ 21参照。 
24 条約の準備作業では、第６条に基づく生命、生存および発達に対する諸権利は補完的なものであって相互に排

他的なものではなく、かつ、同条は積極的義務を課すものであることが明らかになっている（E/CN.4/1988/28）。 
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最低条件を包含する形で解釈することが必要になる25。 

30．委員会はすでに、絶対的貧困という条件下で育つことが子どもの生存および健康を脅かし、

かつその基本的な生活の質を損なうものであることを強調している26。 

生存および発達に対する権利 

31．委員会は、各国が、「発達」を、子どもの身体的、精神的、霊的、道徳的、心理的および社会

的発達を包含するホリスティックな概念として解釈するよう期待する。路上の状況にある子ども

にとって、自己の生存および発達のために公共空間で選択できる活動および行動の幅は限られた

ものである。第６条に基づく国の義務により、子どもの行動および生活様式に対し、たとえそれ

が、特定のコミュニティまたは社会によって、特定の年齢層を対象とする支配的な文化的規範に

基づいて容認されると判断された行動および生活様式に一致しないものであっても、慎重な注意

を向けなければならない。プログラムは、路上の状況にある子どもたちの現実を認めるときに初

めて効果的なものとなりうるのである27。介入においては、路上の状況にある個々の子どもたち

を、これらの子どもが社会に最大限積極的に貢献できるようにしながら最適な形での発達を達成

できるよう、支援することが求められる28。 

尊厳のある生活の確保 

32．国は、路上の状況にある子どもの尊厳ならびに生命、生存および発達に対するこれらの子ど

もの権利を尊重する義務（この目的のため、国家主導の暴力を行なわず、かつ生き残るための行

動および地位犯罪を犯罪として扱わないようにすることが必要となる）、第三者が引き起こす危害

から路上の状況にある子どもを保護する義務、ならびに、これらの子どもの発達を最大限可能な

まで確保する目的で、子どもの権利アプローチに基づいてホリスティックな長期戦略を立案しか

つ実施することにより、生命、生存および発達に対するこれらの子どもの権利を充足する義務を

負う。国は、信頼のおける支援的な大人――家族構成員または国もしくは市民社会のソーシャル

ワーカー、心理学者、ストリートワーカーもしくはメンターなど――が路上の状況にある子ども

を手助けするのを援助するべきである。国はまた、路上で死亡する子どものために尊厳および敬

意を確保するため、葬儀に関する手続的および実際的な体制も整備することが求められる。 

第 12条（意見を聴かれる権利）29 

33．路上の状況にある子どもたちは意見を聴かれることに関して特別な障壁に直面しており、委

員会は、各国に対し、これらの障壁を克服するための積極的努力を行なうよう奨励する。国およ

び政府間機関は、路上の状況にある子どもたちに対し、司法上および行政上の手続において意見

を聴かれ、自分たち自身の取り組みを遂行し、かつ、コミュニティレベルおよび国レベルで政策

およびプログラムの概念化、立案、実施、調整、監視、検証および広報に（メディア等も通じて）

                                                   
25 Villagran Morales et al v. Guatemala 事件における米州人権裁判所の共同意見（1999 年 11 月 19 日）。

www.corteidh.or.cr/docs/casos/articulos/seriec_63_ing.pdf より入手可。 
26 一般的意見７号、パラ 26参照。 
27 一般的意見３号、パラ 11参照。 
28 一般的意見５号、パラ 12参照。 
29 一般的意見 12号（意見を聴かれる子どもの権利、2009年）。 
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全面的に参加できるようにするための、支援的なかつ力を発揮できるような環境を提供するとと

もに、このような環境の提供に関して市民社会組織を支援するべきである。支援介入は、その対

象である子どもたち自身が、これらの子どものために行なわれる決定の客体としてみなされるの

ではなく、ニーズの評価、解決策の立案、戦略の形成およびその遂行に積極的に関与するときに、

これらの子どもにとってもっとも有益なものとなる。国はまた、防止および対応のための戦略を

策定する際、家族およびコミュニティの構成員、専門家およびアドボケイトなどの関連する大人

の意見にも耳を傾けるべきである。支援介入においては、路上の状況にある個々の子どもが、そ

の発達しつつある能力にしたがって自己の権利を行使しかつスキル、回復力、責任および市民性

を発展させられるよう支援することが求められる。国は、路上の状況にある子どもたちに対し、

意味のある参加および集団的表現の空間を生み出すことにつながる子ども主導型の団体および取

り組みを自分たち自身で形成するよう、支援および奨励を行なうべきである30。適当な場合、かつ

適正な保護措置がとられるときは、路上の状況にある子どもたちが、スティグマおよび差別を軽

減し、かつ他の子どもたちが最終的に路上の状況に至らないよう援助する目的で、自分たちの経

験を共有することによる意識啓発を行なうことも考えられる。 

第４条（適切な措置） 

34．締約国は、第４条に基づき、条約で認められた権利の実施のためにあらゆる適切な立法上、

行政上その他の措置をとるものとされる。このことはすべての子どもに差別なく当てはまるので

あり、その際、もっとも不利な立場に置かれた集団――路上の状況にある子どもがこれに含まれ

るのは明らかである――に特別の注意を払うことが求められる31。最低限の中核的義務として、す

べての国は、何をおいても、１つひとつの社会的、経済的および文化的権利が最低限必要な水準

で満たされることを確保しなければならない32。国は、このことが路上の状況にある子どもにも適

用されることを確保するべきである。利用可能な資源が存在しないことは、それ自体では、国が

この中核的義務を遵守しないことについての有効な主張にはならない。委員会がすでに述べたよ

うに、子どもの権利によって課される即時的かつ最低限の中核的義務は、たとえ経済危機の時期

であっても、いかなる後退的措置によっても損なわれてはならない33。国は、経済危機の時期の後

退的措置によって路上の状況にある子どもが影響を受けないことを確保するべきである。 

第５条（発達しつつある能力に一致した指示および指導 

35．国は、防止を強化するため、親、拡大家族、法定保護者およびコミュニティの構成員の、子

どもにその年齢および成熟度にしたがって適切な指示および指導を行なう能力（その際、これら

の者が子どもの意見を考慮に入れることを援助することも求められる）、子どもが発達できる安全

かつ支援的な環境を提供する能力、および、子どもが主体的な権利の保有者であり、適切な指導

および指示を与えられれば、発達するにしたがってこれらの権利をますます行使できる存在であ

ると認識する能力の構築を図るべきである。委員会は、子どもの発達しつつある能力の原則につ

                                                   
30 前掲、パラ 128。 
31 一般的意見５号、パラ８参照。 
32 経済的、社会的および文化的権利に関する委員会〔社会権規約委員会〕・一般的意見３号（締約国の義務の性質、

1990年）、パラ 10。 
33 一般的意見 19号（子どもの権利実現のための公共予算編成、2016年）、パラ 31参照。 
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いて詳しく述べている――子どもの知識、経験および理解力が高まるにつれて、親または法定保

護者は、指示および指導を注意喚起および助言に、そしてやがては対等な立場の意見交換に、変

えていかなければならない34。路上の状況にある子どもに対しては、その人生経験を尊重する、と

くに配慮した指示および指導が必要である。路上の状況にある子どもの大多数は家族との接触を

維持しており、このような家族とのつながりを強化する効果的方法に関する科学的知見も増えつ

つある。路上の状況にある子どもが親、拡大家族または法定後見人との肯定的つながりをほとん

どまたはまったく持っていないときは、第５条で言及されているようにコミュニティの構成員の

役割がいっそうの重要性を帯びるのであり、これには、市民社会組織と関係する信頼できる大人

からの支援も含まれると理解される。 

B．市民的権利および自由 

第 15条（結社および平和的集会の自由に対する権利 

概観 

36．路上の状況にある子どもたちが生きている現実は、子ども時代に関する伝統的な定義または

概念化には適合しない。これらの子どもたちは、他の子どもたちに比べ、公的空間と独特の関係

を結んでいる。したがって、公的空間との関連で国が第 15条に課す制限は、路上の状況にある子

どもたちに不均衡な影響を及ぼす可能性がある。国は、これらの子どもが結社および平和的集会

のために政治的および公的空間にアクセスすることが差別的なやり方で否定されないことを確保

するべきである。 

市民的および政治的空間 

37．結社および平和的集会は、路上の状況にある子どもたちが、たとえば働く子どもの組合およ

び子ども主導の団体を通じて権利を主張していくために必要不可欠である。しかし委員会は、総

括所見のなかで、子どもたちが声をあげるための政治的空間が与えられていないことに関する懸

念を恒常的に表明してきた。このような状況は、法律にしたがって団体登録を行なう際に必要と

なる場合がある信頼できる大人とのつながりを持たないことが多い路上の状況にある子どもたち

にとって、とりわけ押しつけられやすい。路上の状況にある子どもたちは、結社および平和的集

会のための取り組みを発展させていくための書類の記入および情報へのアクセスに関して支援を

得られない場合がある。抗議または集会の参加人数を増やすため、路上の状況にある子どもたち

に金が支払われることもありうる。これらの子どもは搾取の被害を受けやすい可能性があり、か

つこのようなイベントに参加することの意味合いを理解していないこともあることから、保護と

参加の権利との間でバランスをとる必要性に関する複雑な問題が生ずる。しかし、委員会が総括

所見で表明してきたように、このことが、結社および平和的集会に対するこれらの子どもの権利

を制限する言い訳として用いられるべきではない。第 15条は、国に対し、路上の状況にある子ど

もたちが自己の参加権を行使し、かつ大人による吸収および操作に対抗できるようエンパワーす

ることを要求しているのである。 

                                                   
34 一般的意見 12 号（意見を聴かれる子どもの権利、2009 年）、パラ 84 および一般的意見 14 号、パラ 44 参照。 
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公的空間 

38．市民的および政治的権利の文脈における結社および平和的集会に加えて、委員会は、路上の

状況にある子どもたちが、生存および発達に関わる自分たちの権利（第６条）を満たすために、

休息、遊びおよび余暇（第 31条）35のために、ネットワークづくりおよび社会生活の組織化のた

めに、かつこれらの子どもの生活全般の主要な特徴のひとつとして行なう、公の秩序を脅かすこ

となく公的空間で集まるための選択を尊重することの重要性を強調する。路上の状況にある子ど

もたちにとって、このような態様の集まりは生活の一部である。その生活は、食事、睡眠または

レクリエーションのような個別の活動に常に分解できるわけではない。路上の状況にない子ども

たちにとっては、このような他者との協力的共存は主として家庭または学校のような場面で生ず

るものである。路上の状況にある子どもたちにとっては、それは公的空間で生ずる。このような

子どもたちは、結社の権利（ここでは、条約で保護されている他の諸権利とあいまって、「公的空

間で他者と時間を過ごすこと」と解釈される）を行使できる安全な空間を持てなければならない。

委員会は、第 31条との関連で、公的空間における子どもたちへの寛容度が低下しつつあることを

検討したことがある36。委員会は、この一般的意見で、寛容度の低下に関わるこれらの懸念を、第

31 条で対象とされているもの以外の目的で子どもたちが公的空間を使用することとの関連でも、

あらためて表明するものである。 

第 15条に対する制限 

39．第 15 条(2)にしたがい、公の秩序との関連でとられる取締まりその他の措置が許容されるの

は、当該措置が法律に基づいており、集団的評価ではなく個別の評価に基づいて実施され、比例

性の原則を遵守し、かつもっとも侵害度の小さい選択肢である場合に限られる37。すなわち、路上

の状況にある子どもに対するいやがらせ、暴力、一斉検挙および路上浄化活動（大規模な政治的、

公的またはスポーツイベントを背景として行なわれるものを含む）、または結社および平和的集会

に対するこれらの子どもの権利を制限しまたは当該権利に干渉するその他の介入策は、第 15 条

(2)違反である。合法的に設置された働く子どもの組合もしくは路上の状況にある子どもたちが主

導する団体を承認しないことおよび（または）路上の状況にある子どもが合理的アクセスの手段

を有しない団体認可を要件とすることは、これらの子どもに対する差別であり、かつ第 15 条(2)

に一致しない。 

実施措置 

40．国は、路上の状況にある子どもたちに対するいやがらせを行なうべきではなく、またこれら

の子どもが公共空間において関係をとり結びかつ平和的に集会する場所から恣意的に退去させる

べきではない。この権利を侵害する者に対しては制裁が科されるべきである。公の秩序に関わる

状況に、路上の状況にある子どもの権利の尊重を擁護するようなやり方で対応する警察および治

                                                   
35 一般的意見 17 号（休息、余暇、遊び、レクリエーション活動、文化的生活および芸術に対する子どもの権利、

2013年）、パラ 21参照。 
36 前掲、パラ 37参照。 
37 一般的意見６号（出身国外にあって保護者のいない子どもおよび養育者から分離された子どもの取扱い、2005

年）、パラ 18 参照。もともとは国境を越えた保護者のいない子どもおよび養育者から分離された子どもとの関連

で展開した解釈だが、委員会は、この一般的意見において、路上の状況にあるすべての子どもについてもこの解釈

を適用する。 
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安部隊の能力構築のため、専門的研修が必要とされる38。地方政府の条例は、第 15条(2)との一致

を確保するために見直されるべきである。国は、子どもの権利教育およびライフスキルの育成を

通じて路上の状況にある子どものエンパワーメントを図ること、関係者が、意思決定の際、結社

および集会を通じて表明されるこれらの子どもの意見を受け入れる心構えを持つようにすること、

ならびに、これらの子どもがコミュニティの他の子どもとともにレクリエーション、余暇、スポ

ーツ、芸術活動および文化的活動に参加することを促進することなどの積極的な措置を支援する

よう求められる。路上の状況にある子どもたちの結社および平和的集会が第 15 条に基づく保護

を受けるために、これらの結社および集会が正式に登録されていることが法律上の要件とされる

べきではない。 

第７条（出生登録）および第８条（身元） 

41．身元を証明する手段がないことは、教育、保健サービスのその他の社会サービス、司法、相

続および家族再統合に関わる路上の状況にある子どもの権利の保護に悪影響を及ぼす。国は、最

低限、あらゆる年齢のあらゆる子どもが無償の、アクセスしやすい、簡便かつ迅速な出生登録を

利用できることを確保するよう求められる。路上の状況にある子どもに対し、法的身分証明書を

取得するための積極的支援が提供されるべきである。国および地方政府は、市民社会の関係者／

住所と関連づけられた非公式な身分証明書を提供することのような革新的かつ柔軟な解決策を認

めることにより、子どもが当面、基礎的サービスおよび司法制度における保護にアクセスできる

ことを可能にするよう求められる。路上の状況にある子どもは頻繁に移動することが多く、かつ

物理的な身分証明書を、紛失し、毀損しまたは盗難されることなく安全に保持し続ける手段を有

しないことから、これらの子どもが帳面している課題を克服するための革新的解決策が採用され

るべきである。 

第 13条（表現の自由）および第１７条（情報へのアクセス） 

42．路上の状況にある子どもが自己の権利に関する情報にアクセスし、このような情報を求めか

つ伝える権利は、これらの権利が理解され、かつ実際に実現されるようにするためにきわめて重

要である。状況に特化したアクセスしやすい子どもの権利教育は、参加を妨げる障壁を克服し、

これらの子どもの意見に耳が傾けられることを可能にするうえで役に立つだろう。路上の状況に

ある子どもは、(a) 国の役割および説明責任ならびに人権侵害に関わる救済のための苦情申立て

機構、(b) 暴力からの保護、(c) セクシュアルヘルスおよびリプロダクティブヘルス（家族計画お

よび性感染症予防を含む）、(d) 健康的なライフスタイル（食事および運動を含む）、(e) 安全なか

つ敬意のある社会的および性的振舞い、(f) 事故の防止ならびに (g) アルコール、タバコ、薬物そ

の他の有害物質の濫用の悪影響に関連する、正確な、質の高いかつ子どもにやさしい情報にアク

セスできなければならない。 

第 16条（プライバシー、名誉および信用 

43．路上の状況にある子どもは、公共空間で活動を行なわなければならないことを考えれば、プ

ライバシーの制限を経験する場合がある。これらの子どもは、自らまたはその親もしくは家族が

                                                   
38 一般的意見 13号、パラ 44参照。 
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路上の状況にあることを理由とする差別により、第 16 条違反の被害をとりわけ受けやすい立場

に置かれる。委員会は、強制立退きが条約第 16条違反であることを認識するものであり、自由権

規約委員会は、これまでに、これが市民的および政治的権利に関する国際規約第 17条違反である

ことを認めてきた39。スティグマについて取り上げたパラ 27の勧告および警察による非差別的な

かつ敬意のある取扱いについて取り上げたパラ 60 の勧告は、名誉および信用との関連で指針と

なるものである。 

C．家庭環境および代替的養護 

第 20条（家庭環境を奪われた子どものための特別な保護および援助に対する権利） 

養護の態様 

44．路上の状況にある子どもであって主たる養育者またはこれに代わる養育者がいない子どもに

ついては、国が事実上の養育者であり、かつ、第 20条に基づき、一時的または恒久的に家庭環境

を奪われた子どもに対して代替的養護を確保する義務を負う40。養護の態様には、路上の状況にあ

る子どもに対する実際的および精神的支援（子どもに対し、路上のつながりを放棄しかつ（また

は）代替的居住施設への移動を要求しまたは強制することなく、信頼できる大人のストリートワ

ーカーまたは仲間同士のサポートを通じて行なわれるもの）、ドロップインセンターおよびコミュ

ニティセンター／ソーシャルセンター、デイケアセンター、グループホームにおける一時的入所

養護、里親養育、家族再統合ならびに自立生活または長期的な養護の選択肢（養子縁組を含むが

これに限られない）が含まれる。たとえば収容房または閉鎖施設における自由の剥奪は、保護の

一形態にはけっして位置づけられない。 

子どもの権利アプローチの適用 

45．路上を離れて代替的養護に移行する過程で主体的行為者としての子どもを尊重しない介入策

は、功を奏しない。子どもは、脱走した場合または措置が失敗した場合には、しばしば路上に復

帰することになる。路上の状況にある子どもが馴染みのない地域に送られてほとんど知らない親

族と暮らすことになった場合、措置はうまくいかない。国は、代替的選択肢の開発および提供に

子どもの権利アプローチを適用することにより、子どもが自己の生存および（または）発達のた

めに路上のつながりに依存せざるを得なくなることおよび自己の意思に反する措置を受け入れざ

るを得なくなることを回避することができよう。国は、立法、規則および政令を通じ、措置、養

護計画の策定および見直しならびに家族の訪問に関わる決定において子どもの意見が求められか

つ考慮されることを確保するべきである41。国は、施設措置を最後の手段に限定する、確立された

国際的制限42を尊重するとともに、子どもが不必要に代替的養護に措置されないことを確保し、か

つ、代替的養護が行なわれる場合、子どもの権利および最善の利益に応じた適切な条件下で提供

されることを確保するよう求められる43。国は、国および市民社会が運営するシェルターおよび施

                                                   
39 CCPR/CO/83/KEN, para.22 および CCPR/C/BGR/CO/3, para.24 参照。 
40 一般的意見 13号、パラ 33および 35参照。 
41 一般的意見 12号、パラ 54、同６号、パラ 40および同７号、パラ 36(b)参照。 
42 一般的意見３号、パラ 35参照。 
43 子どもの代替的養護に関する指針（総会決議 64/142付属文書）。 
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設が安全かつ良質であることを確保するべきである。路上の状況にある子ども自身と相談したう

えで、家族構成員への措置がその子どもの最善の利益にかなうと判断される場合、両方の側で慎

重な準備およびフォローアップが必要となる。路上と長期的措置との間にはしばしば移行段階が

必要であり、この期間の長さは、子どもとともに、個別の事案ごとに決定しなければならない。

代替的養護施設がないことを理由として子どもの収容目的で警察の留置房またはその他の拘禁房

を使用することは、受け入れられない。 

第９条（親からの分離） 

46．路上の状況にある子どもの多くは、路上でまたはそれ以外の場所で家族とともに暮らしてお

り、かつ（または）家族とのつながりを維持しているのであって、このようなつながりを維持す

るための支援が提供されるべきである。国は、家族が路上で働いているまたは路上で暮らしてい

ることのみを理由として、子どもをその家族から分離するべきではない。また、路上の状況にあ

る子ども自身のもとに生まれた赤ん坊または子どもを分離するべきではない。金銭面および物質

面での貧困、またはそのような貧困を直接のかつ唯一の理由として生じた状態のみを理由として、

子どもを親の養育から離脱させることが正当化されることはけっしてあるべきではなく、このよ

うな貧困または状態は、家族に対して適切な支援を提供する必要性があることのサインと見なさ

れるべきである44。長期的分離の防止策として、国は、親がたとえば季節的雇用のために年の一定

の期間国外に出稼ぎに行く子どもを対象とする、一時的な、権利が尊重される養護の選択肢を支

援することができる。 

第３条(3)（ケアおよび保護のための機関、サービスおよび施設）および第 25 条（措置の定期的

再審査） 

47．ケアおよび保護に関わる権利が充足されなかったことの結果として子どもが路上の状況に至

ることを防止する目的で、またすでに路上の状況にある子どもたちのために、国および国以外の

主体によるサービスを設置し、維持し、かつその質を監視することは重要である。国は、良質で

権利を尊重するサービスを提供するとともに、市民社会組織が同様のサービスを提供することを

支援するよう求められる。路上の状況にある子どものために活動している国以外の機関、サービ

スおよび施設は、国による支援、資源の拠出、認証、規制および監視の対象とされるべきである。

このようなサービスの従事者は、パラ 18にしたがった研修を受けるよう求められる。 

第 18条（親の責任） 

48．子どもが路上の状況に至ることを防止し、かつすでに路上の状況にある子どもを対象とする

家族再統合プログラムを強化するためには、親および法定保護者への支援が不可欠である。国は、

親および法定保護者が子どもの養育責任を果たすにあたって適当な援助を与え、かつ、子どもの

ケアのための機関、施設およびサービスの発展を確保する義務を負う。国は、不安定な状況にあ

る家族に圧力を加える構造的な力を解消するための措置をとるべきである。対応すべき主要な問

題としては、窮乏している地域において権利を基盤とするコミュニティ開発を向上させること、

包括的な経済的および社会的セーフティネットを確立すること、安全かつ負担可能な保育所その

                                                   
44 一般的意見 14号、パラ 62参照。 
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他の専門的サービスを提供すること、ならびに、家族を対象として十分な住居および所得創出へ

のアクセスを改善することなどがある。構造的および政策的アプローチに加え、脆弱な状況にあ

る家族には、十分な訓練を受けた専門家のファシリテーションによる、個別事案ごとの解決策が

必要である。国は、子どもが路上の状況に至ることの増大につながる条件の世代間伝達の阻止に

つながることが証明されている、子どもの権利アプローチに基づく家族支援プログラムに投資し、

かつその規模の拡大を図るよう求められる。国は、路上の状況に至るおそれのある子どもがいる

家族を――スティグマを付与しないようなやり方で――優先させつつ、すべての親および養育者

を対象として、子どもの権利および肯定的な子育てに関する、非選別的な教育を提供するための

措置をとるべきである。このような教育には、子どもの権利（子どもの声に耳を傾け、かつ意思

決定に子どもの意見を取り入れる方法を含む）、肯定的な子育て（肯定的なしつけのためのスキル、

非暴力的紛争解決および愛着育児（アタッチメント・ペアレンティング）を含む）および乳幼児

期の発達を含めることが求められる。パラ 35および 49も参照。 

D．十分な生活水準 

第 27条（十分な生活水準に対する権利） 

親、養育者および子どもに対する支援 

49．第 27 条(3)にしたがい、国は、子どもが路上の状況に至ることを防止し、かつすでに路上の

状況にある子どもの権利を充足するため、すべての子どもがその身体的、精神的、霊的および道

徳的発達のために十分な生活水準を享受することを確保するべきである。国は、この権利の実施

のために、親および子どもに責任を負う他の者を援助するための適当な措置をとらなければなら

ず、また必要な場合にはとくに栄養、衣服および住居に関して物的援助および支援プログラムを

提供しなければならない。これらの規定は、国の裁量の余地を残さないものである。締約国の国

内条件にしたがった、かつその財源内におけるこれらの規定の実施は第４条とあわせて解釈され

るべきであり、すなわち、社会的、経済的および文化的権利に関する最低限の中核的義務を履行

する国の義務をとくに顧慮しながら、締約国の利用可能な資源を最大限に用いて、かつ必要なと

きは国際協力の枠組みのなかで、進めることが求められる。物的援助という点では、路上の状況

にある子どもが優先的ニーズとして挙げるのは、親および養育者に対する国の支援（とくに補助

金をともなう十分な住居および所得創出に関連するもの）を通じて提供される、安全な生活場所、

食料ならびに無償のかつアクセス可能な医療ケアおよび教育である。第 27 条(3)の解釈は、親お

よび子どもの養育に責任を負う他の者を援助するための措置に限られるものではない。必要な場

合に物的援助および支援プログラムを提供する義務は、子どもに直接提供される援助も意味する

ものとして解釈されるべきである。このことは、路上の状況にある子どもであって家族とのつな

がりが存在しない子どもまたは家族とのつながりに虐待がともなう子どもについて、とりわけ妥

当する。サービスという形をとった子どもへの直接的な物的援助は、国が提供することもできる

し、市民社会組織に対する国の支援を介して提供することも可能である。ひとり親家族および再

構築家族にとっては、子どもの扶養料を確保するための国の措置がとりわけ重要となる（第 27条

(4)参照）。 

十分な住居 
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50．住居に対する権利は、路上の状況にある子どもにとってとりわけ関連性が高い、第 27条の重

要な要素である。この権利は、経済的、社会的および文化的権利に関する委員会によって、いず

れかの場所で安全に、平和にかつ尊厳をもって生活する権利として広く解釈されてきた45。同委員

会は、「十分」性の概念を住居との関連で考察する際には、保有の法的安定性、サービス、物資、

便益およびインフラストラクチャーの利用可能性、負担可能性、居住適性、アクセス可能性、立

地ならびに文化的相当性に注意を払う必要があることを明らかにしている46。また、子どもは強制

立退きの実行によって不均衡な被害を受ける集団のひとつに数えられる47。強制立退き（非公式ま

たは不法な住居の解体によるものを含む）は、人生を子どもにとっていっそう不安定なものとす

ることによって、子どもが路上で寝泊まりすることを余儀なくさせ、かつさらなる権利侵害にさ

らす可能性がある。路上の状況にある子どもたちとの協議で目立ったテーマのひとつは、子ども

たちが路上にいるほうがましだと感じるほどの、一部の国営「シェルター」の不十分さおよび不

適切さならびにこれらの施設における高水準の暴力および安全性の欠如である。 

実施措置 

51．国は、子どもの保護を向上させ、かつ子どもが路上の状況に至る可能性を低減する手段のひ

とつとして、不安定な家族への圧力を弱めかつこれらの家族を強化する目的で、貧困および所得

不平等の根本的原因に対応するための措置をとるべきである。このような措置には、経済的不平

等を減少させる税制および支出政策を導入すること、公正な賃金をともなう雇用および所得創出

のためのその他の機会を拡大すること、農村開発および都市開発のために貧困削減に寄与する政

策を導入すること、子どもに焦点を当てた政策および予算策定を導入すること、移住が多いこと

がわかっている地域で子ども中心の貧困緩和プログラムを強化すること、ならびに、十分な社会

保障および社会的保護を提供することが含まれる。具体的な例としては、欧州・北米諸国で活用

されている子ども給付プログラムや、ラテンアメリカ諸国で導入され、かつアジア・アフリカ諸

国で広く適用されている現金移転プログラムなどが挙げられる。国は、銀行口座を持っていない

可能性があるもっとも周縁化された家族のもとにもこのようなプログラムが届くように努力する

べきである。物的支援は、親および養育者に対して、かつ路上の状況にある子どもに直接提供す

る形でも、利用可能とされるべきであり、またこのような機構およびサービスは子どもの権利ア

プローチに基づいて立案しかつ実施することが求められる。住居に関しては、子どもが路上の状

況に至ることを防止するために保有の安定性が必要不可欠である。これには、安全であり、かつ

安全な飲料水、環境衛生および個人衛生のための便益へのアクセスをともなう十分な住居にアク

セスできることが含まれる。子どもは、非公式または不法な住居で生活している子どもを含め、

十分な代替的居住先を提供される前に強制立退きの対象とされるべきではない。国は、影響を受

ける子どもに対して適切な対応を行なうことを要求される。立退きの悪影響を最小限に抑えるた

め、子どもの権利および人権に関する影響評価が開発事業およびインフラ整備事業の必須条件と

されるべきである。 

                                                   
45 経済的、社会的および文化的権利に関する委員会〔社会権規約委員会〕・一般的意見４号（十分な住居に対する

権利、1991年）、パラ７参照。 
46 前掲パラ８。 
47 経済的、社会的および文化的権利に関する委員会〔社会権規約委員会〕・一般的意見７号（強制立退き、1997

年）、パラ 10参照。 
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E．障害および健康 

第 23条（障害のある子ども） 

52．障害のある子どもは、経済的および社会的要因を含むさまざまな理由で路上の状況に至ると

ともに、時として物乞いのために搾取されることがある。国は、このような搾取を防止しかつ明

示的に犯罪化するためおよび加害者を裁判にかけるために必要な、あらゆる措置をとるべきであ

る48。路上の状況にある子どもは、路上生活の諸側面（暴力、搾取および有害物質濫用など）の悪

影響により障害が発達するおそれのある状況に置かれる可能性がある。また、路上の状況にある

子どもは、知的障害および心理社会的障害により、搾取および虐待の被害をとりわけ受けやすい

状況に置かれうる。国は、障害のある子どもがサービス（インクルーシブな教育を含む）にアク

セスすることを妨げる障壁を特定しかつ除去することを含む、特別な保護措置をとるべきである。 

第 24条（健康）49および第 33条（薬物および有害物質の濫用 

53．路上の環境は、心身の健康に関わる問題についての脆弱性を高める可能性がある50。課題とし

て挙げられるのは、有害物質濫用、HIV51その他の性感染症への感染、妊娠、暴力（仲間によるも

のを含む）、希死念慮および自殺、規制対象外の医薬品を用いた自己流の治療ならびに感染症、汚

染および交通事故への曝露の問題が生じる割合が不均衡に高いことなどである。委員会は、路上

の状況にある子どもの具体的ニーズにあわせた健康教育および保健サービス（セクシュアルヘル

スおよびリプロダクティブヘルスに関するものを含む）の必要性を強調する。このような教育お

よびサービスは、親しみが持ててかつ支援的であり、包括的であり、アクセスしやすく、無償で

あり、秘密が守られ、非審判的であり、差別を行なわず、これらの子どもによる自律的決定を尊

重し、かつ親の同意を要件としないようなものであるべきである52。保健サービスは、物理的位置

または社会的地位にかかわらずアクセスできることが求められる。路上の状況にある子どもは、

普遍的な医療保障および社会的保護制度を通じた基礎的保健ケアサービスに無償でアクセスでき

るべきである。国は、路上の状況にある子どもを対象とする、有害物質濫用の予防、治療および

リハビリテーションのためのサービス（ハームリダクション〔危害軽減〕サービスを含む）なら

びにトラウマ治療サービスおよび精神保健サービスの利用可能性を高めるよう求められる。これ

らのサービスを提供するスタッフには、子どもの権利および路上の状況にある子どもが置かれて

いる特有の状況に関する研修を受けた専門家を配置するべきである。国は、有害物質濫用、性感

染症およびＨＩＶと闘ううえでとりわけ効果を発揮しうる、適切な支援を受けたピアエデュケー

ションを促進することもできる。路上の状況にある子どもを薬物売買への関与から保護するため

に、特段の注意が必要である。 

                                                   
48 一般的意見９号、パラ 76参照。 
49 一般的意見 15号（到達可能な最高水準の健康を享受する子どもの権利、2013年）参照。 
50 一般的意見４号、パラ 34参照。 
51 一般的意見３号、パラ 30参照。 
52 前掲、パラ 20－21、一般的意見４号、パラ 11および 26、ならびに、一般的意見 15号、とくにパラ８、11お

よび 28参照。 
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F．教育、余暇および文化的活動 

第 28条（教育） 

54．アクセスしやすい、無償の、安全な、関連性のある、かつ良質な教育は、子どもが路上の状

況に至ることを防止し、かつすでに路上の状況にある子どもの権利を充足することのためにきわ

めて重要である。教育は、多くの子どもにとって、より広い社会との最後の接続点となっている。

国は、路上の状況にある子どもが学校に留まれること、および、良質な教育に対するこれらの子

どもの権利が全面的に充足されることを確保するため、親、養育者および家族への支援を含む十

分な対応をとるべきである。教育上のさまざまな選択肢が必要であり、これには、市民社会との

パートナーシップに基づいて提供される、「セカンドチャンス教育」、遅れを取り戻すための学級、

移動学校、職業訓練（市場調査と連結され、かつ長期的な所得創出支援によるフォローアップが

あるもの）および公式な教育へとつながる経路などが含まれる。教員に対しては、子どもの権利

および路上の状況にある子どもならびに子ども中心の参加型教授手法に関する研修が実施される

べきである。 

第 29条（教育の目的）53 

55．路上の状況にある子どもを対象とする教育の目的は、第 29条に合致し、かつ読み書き能力、

計算能力、デジタルリテラシー、ライフスキル、子どもの権利教育、多様性への寛容および市民

性教育を含んだものであるべきである。このような教育は、保護、発達および参加に対する子ど

もの権利の充足（子どもの自律の強化、ならびに、リスク状況の切り抜け方の向上を目的とする

子どものエンパワーメントを含む）のために、子どもが路上の状況に至ることを防止するために、

かつ路上の状況にある子どもにとって、死活的な重要性を有する。国は、学校カリキュラムを通

じて、かつ学校に通っていない子どもも対象とするために非公式な教育および路上での教育を通

じて、良質なかつ無償の子どもの権利教育およびライフスキル〔教育〕を、すべての子どもに対

して普遍的に提供するための措置をとるべきである。 

第 31条（休息、遊びおよび余暇） 

56．委員会は、休息、遊び、余暇ならびに芸術的および文化的活動への参加に対する権利を強調

する。路上の状況にある子どもたちは、独自の創造性を発揮して路上のインフォーマルな環境を

遊ぶ機会のために活用している54。国は、これらの子どもが、たとえば服装規則に関連して公園お

よび遊び場から差別的なやり方で排除されないことを確保する55とともに、これらの子どもが創

造性を発達させかつスポーツを実践することを援助するための措置（移動式のレクリエーション

施設およびスポーツ施設による援助を含む）をとるべきである。 

G．子どもに対する暴力および特別な保護措置 

第 19条および第 39条（あらゆる形態の暴力からの自由56 

                                                   
53 一般的意見１号（教育の目的、2001年）。 
54 一般的意見 17号〔パラ 49〕。 
55 前掲、パラ 49。 
56 一般的意見３号、パラ 19および 36－37、同４号、パラ２および 23、同８号（体罰その他の残虐なまたは品位
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57．あらゆる形態の――情緒的、身体的または性的な――暴力は、子どもが路上の状況に至るこ

との根本的原因のひとつであり、かつその結果のひとつである。路上の状況にある子どもたちの

生活ではあらゆる種類の暴力が大規模に広がっており、そのことは子どもたち自身が強調する主

要な懸念のひとつとなっている。路上の状況にある子どもを保護するために、具体的かつ即時的

な緊急の措置がとられなければならない。一般的意見 13 号に掲げられたすべての勧告とあわせ、

このような措置としては、体罰を含むあらゆる形態の暴力の禁止、家族およびコミュニティとの

関係が切断される過程で脆弱な立場に置かれた子どもにアウトリーチするための機構、暴力、差

別およびその他の形態の権利侵害を通報するための機構、および、国家的主体であるか非国家的

主体であるか、個人であるか集団であるかを問わず暴力の加害者に責任を負わせるための機構な

どが挙げられる。一部の警察関係者ならびに組織犯罪および麻薬取引に関与している者など、こ

れらの子どもからその安寧に対する脅威として通報された個人に対応するための、特別な機構を

設置しなければならないこともあるかもしれない。 

第 34～36条（性的虐待、性的搾取、人身取引その他の搾取） 

58．路上の状況にある子どもは性的な暴力および搾取の被害をとりわけ受けやすい状況にあり、

子どもの売買、児童買春および児童ポルノに関する条約の選択議定書はこのような子どもにとっ

てとりわけ関連性を有する。路上の状況にある子どもの具体的事情を理解する訓練を受けた専門

家によって、ジェンダーに配慮した対応が行なわれるべきである。子どもは、性的搾取または労

働搾取を目的とする人身取引を通じて路上の状況に至る場合があり、かつ（または）、路上の状況

に至ったとたんに、そのような人身取引および身体部位のための人身取引ならびにその他の形態

の搾取の被害を受けやすい状況に置かれる場合がある。 

第 32条（児童労働） 

59．委員会は、各国に対し、路上の状況にある子どもを経済的搾取および最悪の形態の児童労働

から保護するため、条約第 32 条(2)ならびに国際労働機関の最低年齢条約（1973 年、第 138 号）

および最悪の形態の児童労働条約（1999年、第 182号）の規定を実施するよう促す。児童労働に

反対する行動は、子どもが教育に移行することを可能にし、かつ子どもおよびその家族に対して

十分な生活水準を保障する支援の提供を含む、包括的措置から構成されるべきである。このよう

な措置は、子どもの最善の利益を反映し、かつ当該措置が子どもの生存および発達にいかなる意

図しない悪影響も生じさせないことを確保するため、路上の状況にある子どもおよび他の主要な

関係者と連携しながら策定することが求められる。物乞いまたは無認可売買を犯罪化することは、

結果として商業的性的搾取といった最悪の形態の生存行動をもたらしかねない。路上の状況にあ

る子どもを対象とした、金銭のやりくりのスキルを発達させかつ収入を保護するための貯金制度

は有益である。 

第 37条および第 40条（少年司法） 

60．路上の状況にある子どもは、標的とされ、犯罪者として扱われ、かつ最終的に少年司法制度

または成人司法制度に関与することになる可能性がより高いほか、保釈金を負担できず、かつ身

                                                   
を傷つける形態の罰から保護される子どもの権利、2006年）ならびに同 13号。 
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元引受人となる責任ある大人がいない場合もあるために、ダイバージョン、拘禁に代わる措置ま

たは修復的司法実践から利益を受けられる可能性はより低い。警察の違法行為――いやがらせ（子

どもの所持金および私物を盗むこと、これらの子どもを一斉検挙すること、または、しばしば上

官および（または）政治家の命令によってこれらの子どもを恣意的に移動させることを含む）、腐

敗、強要（金銭または性交を求めるもの）および身体的、心理的または性的暴力など――は一般

的に見られる権利侵害であり、国はこれらの行為を緊急に犯罪化するべきである。委員会は、路

上の状況にある子どもを犯罪者扱いし、かつ強制的な施設措置につながる「寛容度ゼロ」政策の

適用について懸念を覚える。国は、路上の状況にある子どもの処罰ではなく保護を重視しながら、

コミュニティ志向の警察活動を支援するとともに、多文化的な警察機構を採用するべきである。

国は、懲罰的ではない修復的な少年司法制度の文脈において、路上の状況にある子どもを含むす

べての子どもに対してすべての権利を保障するよう求められる57。 

第 38条（武力紛争） 

61．武力紛争への子どもの関与に関する条約の選択議定書は、路上の状況にある子どもが軍隊ま

たは武装集団への徴募の被害を受けやすい立場に置かれているがゆえに、関連性を有する。紛争

の結果、子どもたちは、社会的ネットワークが破壊されること、家族がばらばらになること、コ

ミュニティからの避難を余儀なくされること、または動員解除された子どもの戦闘員がコミュニ

ティから拒絶されることを通じて路上の状況に至る可能性がある。防止との関連では、平和教育

を含む子どもの権利教育および徴募防止のための取り組みが、路上の状況にある子どもたちに届

くようにしなければならない。家族からの子どもの分離を積極的に抑制するために武力紛争の影

響を最小限に抑える介入が必要であり、また家族追跡プログラムを優先的に実施するべきである。

子どもを対象とする武装解除・動員解除・再統合プログラムにおいては、武力紛争への子どもの

関与の原因および結果である路上とのつながりの力学を考慮することが求められる。 

VI．普及および協力 

普及 

62．委員会は、各国が、政府、法制度および行政機関内で、かつ路上の状況にある子ども、親お

よび養育者、職能団体、コミュニティ、民間セクターならびに市民社会に対して、この一般的意

見を広く普及するよう勧告する。印刷媒体、インターネットおよび子どもたち自身のコミュニケ

ーション手段（語り聞かせおよびピアエデュケーションなど）を含むあらゆる普及手段が活用さ

れるべきである。そのためには、この一般的意見を関連の言語（手話、点字ならびに障害のある

子どもおよび読み書きの水準が限られている子どもにとってわかりやすい形式を含む）に翻訳す

ることが必要になろう。また、文化的に適切なかつ子どもにやさしい版および文字中心ではなく

図版中心の版を利用可能とすること、ワークショップやセミナーを開催すること、一般的意見の

意味合いおよびそれを最善の形で実施する方法について話し合うための年齢および障害に合わせ

た支援を行なうこと、ならびに、路上の状況にある子どものためにおよびこれらの子どもととも

に働くすべての専門家の養成・研修に一般的意見を編入することも必要である。国はまた、路上

                                                   
57 一般的意見６号、パラ 61ならびに一般的意見 10号、パラ６、８－９および 16参照。 
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の状況にある子どもについての情報を委員会への報告書に記載することも奨励される。 

国際協力 

63．委員会は、各国に対し、子どもが路上の状況に至ることの防止およびすでに路上の状況にあ

る子どもの保護に関する国際的なコミットメント、協力および相互援助を強化するよう求める。

これには、効果的であることがわかっている権利基盤型の実践の特定および共有、調査研究、政

策、監視および能力構築が含まれる。協力のためには、各国、国際連合諸機関、地域機関、市民社

会組織（子ども主導の団体および研究者団体を含む）、子どもたち、民間セクターおよび専門家グ

ループの関与が必要である。委員会は、これらの主体に対し、防止および対応を目的とする良質

な、科学的根拠に基づく支援介入策に関連した、継続的かつハイレベルな政策対話および調査研

究を推進するよう奨励する。これには、国際社会、国内、広域行政権および地方の各レベルにお

ける対話が含まれる。このような協力においては、移住者、難民および庇護希望者ならびに国境

を越えた人身取引の被害者／サバイバーとして国境を越える子どもの保護に対応しなければなら

ないこともありうる。 


